
製造業の新たなニーズにこたえるITサービス

環境経営を指向するITと環境マネジメントシステム
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化学物質総合管理システム"Chem仙tion''の画面例

ユーザーは,WWW(Work】WideWeb)ブラウザにより,Chem仙tionでのさまざまなサービスを利用することができる｡

地球規模で環境問題に対する取組みが進む軋 わが国でも環境保全に関する各種の法規制が整鳳 施行されてきている｡2001

年4月に施行されスタートした通称｢PRTR法+や｢家電リサイクル法+,環境ラベルなどによる適切な情朝提供体制の整備を規定

した｢環境物品調達促進法(グリーン購入法)+などでは,製造業をはじめ,電気業,ガス業.熱供給業,下水道業,鉄道業ほか

広範な業種の企業に,新たな環境保全に対応した業務を求めている｡また,このような中で,環境保全活動結果を環境報告書

や環境会計といった形で消費者や投資家などに情報開示するなどの環境保全を意識した企業経営が求められてきてかノ,企業

経営での環境パフォーマンスデータの重要性が急浮上してきている｡

日立製作所は,これら環境パフォーマンスデータを効果的に集計 管理する各種環境マネジメントシステムを開発した｡こ

れらは,最近のITの普及に伴って企業に整備されつつある経営システムとの有機的な統合により,環境経営を支援する統合環

境経営プラットフォームになりうるものと考える｡

はじめに

21世紀に入り,企業の環境保全活動は,従来の企業防

衛的な｢環境管理+から,企業経営を意識した｢環境経営+

としての位置づけに変化してきている｡

企業内の活動の面では,環境マネジメントシステム

(ISO14001)が,廃棄物やエネルギーなどの削減や,製品

原価の低減などに寄与する有用な経営手法として認識さ

れつつある｡さらに,企業はその活動結果を環境報告書

や環境会計の形で消費者や投資家などのステークホルダ

ー(利害関係者)に開示することにより,企業のブランド

イメージを向上させようとする努力が払われてきている｡

情報開示の結果は,エコファンドや環境格づけ機関の脊

場により,財務活動にまで大きな影響を及ぼすようになっ

てきている｡･一一方,ビジネス面では,消費者が環境に配

慮された商品や環境面のブランドイメージの高い企業の

商品を選ぶ傾向が高まってきていることから,環境に配

慮した製品作りや積極的な環境への取組みに関する情報

開示が不可欠になってきている｡したがって,環境経営

の良否が企業収益を左右すると言っても過言ではない｡
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しかし,情報開示に必要な企業内の環境パフォーマンス

データの集計と分析は,開示範囲の拡人に伴って大きな

労力がかかるため,各種の環境パフォーマンスデータを

効率的に集計する環境マネジメントシステムが必要である｡

ここでは,日立製作所が開発した環境マネジメントシ

ステムと,それらをベースとする環境経営システムの展

開について述べる｡

化学物質総合管理システム"Chemi】ution”

2001年4月から,通称｢PRTR(Pollutant Release and

Transfer Register:環境汚染物質の排出および移動登

録)制度+が本格的にスタートした｡日立製作所は,この

制度に先駆け,企業が環境配慮に取り組むための業務支

援ツールとして,化学物質総合管理システム"Chemilu_

tion(ケミリューション)''を開発した｡Chemilutionは単

なるPRTR制度への対応だけでなく,企業が環境経営の

視点で化学物質の総合的な管理業務を行うことを支援す

るパッケージソフトウェアである｡

2.1化学物質管理業務の課題

PRTR制度は,疑わしい物質についてその環境への排

出･移動量を把捉し,化学物質による人体や生態系への

影響を事前に回避することを目的とし,健全な環境の下

で,持続可能な事業を発展させるための手段として期待

されている｡PRTR制度に対応するための具体的な作業

は以下のようになる｡

(1)事業所で取り扱っている墟材料とその原材料に含有

されている,法律で指定した化学物質を把握する｡

(2)事業所で管理すべき化学物質と,その取扱量を把推

する｡

(3)管理すべき化学物質がどこへ,どれだけの量で排出

され,移動したかを集計し報告する｡

この作業には,化学物質の管理に関するノウハウの蓄

積が必要である｡また,化学物質の使用削減を目的とし

たプロセスの改善や環境配慮設計,その他環境に配慮し

た業務を実現するため,化学物質管理のノウハウを効果

的に活用する必要がある｡

2.2 Chem‖utionの概要

Chemilutionは,事業所でのPRTR制度への対応業務

支援と,事業所の化学物質の総合的なマネジメントを効

※1),※2)WindowsNTおよびWindowsは,米国およびその

他の国における米国Microso氏Corp.の登録商標である｡

※3)ORACLEは,ORACLECorporationの登録商標である｡
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果的にサポートする機能を持っている｡

システムは,企業のIT(InformationTechnology)化推

進により,従業員へのパソコンの普及やイントラネット

など急速に整備されてきている情報基盤の活用を考慮

し,Windows NT別)やWindows2000祭2),ORACLE8i7繋3Jな

どの汎用ソフトウェアを搭載したサーバと,社内LANに

接続した汎用ブラウザを搭載したパソコンによって構成さ

れる｡このため,システムを利用するユーザーは,専用

のハードウェアやソフトウェアを導入することなくシス

テムの構築ができ,将来のシステムの拡張や展開も容易

である｡

機能面では,管理物質や製品組成,MSDS(Material

Safety Data Sheet),プロセス,排出係数などのデータ

ベースを効率的に構築し,データ集計機能による化学物

質の排出,移動量などのパフォーマンスデータを作成,

管理することができる｡さらに,化学物質の管理,削減や

プロセス改善などを施策するため,例えば,集計データか

らプロセスと使用原材料の特定をする機能も持っている｡

2.3 環境経営への活用

Chemilutionは,企業の複数の事業所をイントラネット

で接続したウェブ型システム構成により,複数の事業所

の各業務部門でデータベースを共有音缶用することができ

る｡そのため,資材部門や設計部門,生産技術部門など

が管理物質や製品情報,取扱量,プロセスデータ,排出

移動量などの環境パフォーマンスデータをそれぞれの立

場で活用し(図1参照),環境配慮設計,プロセス改善,

削減計画,グリーン調達など環境配慮を視点として,各

部門が共通データベースで業務を行うスキームを確立す

ることができる｡

総務･管理部門

●リスクマネジメント

■リスクコミュニケーション

研究開発部門

一環境保全新技術

資本オ部門

●MSDS参照･登毒泉

●グノーン調達

妄轟
原材料
入荷

設計部門

･MSDS参照･登録

●環境配慮型設計

化学物質総合管理
システム

"Chem‖utjon”

倉庫

●危機管t哩

●MSDSの譲付

情朝システム部門

●自社ウェブによるPR

環境対応部門

●PRTR報告書の作成

･MS【)S参照･登録
●環境会計

生産部門

●化学物質取扱量の把握

●生産プロセスの改善

妄轟製品出荷

図1マネジメントデータの共有利用の仕組み

企業内の各部門は,それぞれの立場でChemilutionを活用するこ

とができる｡
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また,化学物質マネジメントデータを企業内で共有活

用できるインフラが確立することで,企業全体の化学物

質の総合管理への対応が図れる｡すなわち,化学物質や

原材料の情報,プロセスデータ,排出移動量の事業所ご

とや企業全体,部門別などでの集計データを活用し,化

学物質の削減計画やプロセス比較,購入原材料選定判断

など,企業の生産活動での有効活用が期待できる｡

さらに,環境報代書のデータ,リスクマネジメント,

リスクコミュニケーションといった企業運営への活用,

LCA(Life Cycle Assessment)やリサイクル評価など他

の環境マネジメントシステムと連携した総合的な環境マ

ネジメントシステムへの展開を始め,工程･生産管理や

顧客管理,資材,財務管理などのスキームを融合させた

環境配慮設計,環境会計,グリーン調達を実現する環境

経営プラットフォームへの展開が容易になる｡

環境マネジメントシステム

環境マネジメントは,通常,世論を背景にして制定さ

れる法規制やガイドラインに準じて行われるのに対し,

環境先進企業は,将来の規制や動向を先取りし,戦略的

に施策を講じている｡環境マネジメントでは,企業活動

のすべてで環境的な側面が関係する｡このうち,最近特

に注目さズ1ている2項目を中心とする動向について以下

に述べる｡

3.1工業製品におけるリサイクル設計

丁二業製品のリサイクルに関しては,1991年に｢再生資

源の利用の促進に関する法律+(通称｢リサイクル法+)が

制定されて以来順次強化され,特に家電製品に関して

は,2001年4月から｢特定家庭用機器再商品化法(通称｢家

電リサイクル法+)が施行されている｡この法律は,家庭

から排出される4品目の家電製品について,家電メーカ

ーにリサイクル処理の責任を課すものである｡この法律

は,今後対象品目が拡大することが予想されている｡ま

た,施行前に製造出荷された製品も対象となっているた

め,今からすべての製品でリサイクルしやすい設計を行

い,将来の負担を軽減しておく必要がある｡

日立製作所は,1992年から自主的な環境行動計両を立

て,製品設計の段階からさまざまな改善を行ってきた｡

また,この計画が適切に実行されているかどうかを定量

的に評価し,改善を行うため,｢リサイクル性評価シス

テム+を開発した｡このシステムでは,製品を構成する

部品の分解方法,各部品の材料素材などに基づいて,リ

サイクルのしやすさを定量的に評価するとともに,部品

ごとの改善余地の大小を提示する｡したがって,設計者

は設計案をこのシステムに人力して評価を行い,その結

果を見てさらにリサイクルのしやすさを向上させること

ができる｡リサイクルのしやすさは,各部品を分解する

際の動作にかかる時間,分解した部品の材料ごとへの分

別の工数,分別した材料のリサイクルまたは処分のコス

トによって評価する｡また,このシステムでは,設計デ

ータ管理を行うPDM(Product
Data Manager)やLCA,

組立性評価などのシステムとデータを相互交換できるの

で,設計段階で,機能や性能を含めた総合評価の･一環と

してリサイクル性を評価することができる｡

このシステムは家電やパソコンをはじめ数十種類の製品

に適用済みであり,それらに対応したテし一夕ベースととも

に社外にも提供している｡そのため現在,法規制の対象

となっていない製品についても,今後の準備に有効である｡

3.2 グリーン購入と製品含有化学物質管理

グリーン購入に関しては,2001年4月から,地方自治

体には購人を努力目標とし,メーカーには環境ラベルな

どによる適切な情報提供体制の整備を規定した｢環境物

品調達推進法(グリーン購入法)+が施行されている｡民

間企業に対しては直接的な規定はないものの,環境先進

企業は,こjlまで自主的にさまざまな施策を講じている｡

通常,最終製品のメーカーは材料や部品を他のメーカー

から購人しており,環境に配慮した｢グリーン製品+を製

造するためには,それに合わせた材料や部品の｢グリーン

購入+が不可欠である｡グリーン購入により,従来情報

収集していなかった購入品の環境的側面,例えばリサイ

クルのしやすさ,材料組成,有害化学物質の含有量など

を把挺することができ,エンドユーザーヘの適切な情報

提供が可能になる｡

日立製作所は,グリーン製品の開発を取引先と共同で

進めることを目的に,1998年にグリーン調達のガイドラ

インを作成し,約3,000社の取引先に配布した｡ガイドラ

インには,環境管理体制の整備と製品アセスメントの実

施(材料の選定,省資源化,再資源化,分解処理の容易

性,プラスチック部品への材料表示,化学物質管理,省

エネルギー,包装材への配慮,情報の開示)を記載して

いる｡また,2001年4月からは,さらに詳細なデータに

基づいて製品開発を行うため,取引先の環境保全活動に

関する情報や,購入品に含まれる1,380種類の化学物質の

情報などを収集している｡化学物質については,製造の

ためにPDMに保管している,最終製品の部品リストデー

タと組み合わせることにより,製品単位やユニット単位
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部品表編集システム

CADシステム

材
料
メ
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カ
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メ
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ー
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物
質
デ
ー
タ

収
集
シ
ス
テ
ム

製品含有化学物質

集計システム

琴
購イ

タ掛㈱

リサイクル性

評価システム

しCAシステム

組立性

評価システム

注:略語説明

LCA(LifeCycleAssessment;環境負荷評価)

PDM(ProductDataManager)

図2 リサイクル設計を容易にし,グリーン購入を支援する

システムの概要

各システムのデータを相互交換することにより,総合評価を実現

した｡

で合計量を集計するシステムを用意し,削減のためのガ

イドにしている(図2参照)｡日立製作所は,これらの施

策によってグリーン度の高い製品を提供することにより,

地球環境の保全に努めている｡

これらの施策で利用している化学物質情報の収集シス

テムや部品リストデータを利用した集計システムは,社

内で利用するだけでなく,社外へも提供している｡

環境経営システムとしての統合

従来,製造業は,製品ライフサイクルの中で,主とし

製品情報

環境報告支援
環境ラベル

製品情報公開
環境適合
設計支援*

素材

素ネオ

〔:〕

⊂〕

グ+-ン購入支援

部品

部品

胃

組立

化学物質管理

廃棄物管理
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て調達から出荷までの流れに関与していた｡しかし,環

境対応の観点から,ライフサイクル全体に関与すること

が不可欠になった｡

素材産業から部品,組立,流通,回収,リサイクルと

いう製品のライフサイクル全体における環境関連の主要

情報システムをまとめたものを図3に示す｡素材,部品,

製品の製造系各社は,各自の業務での環境経営が求めら

れるだけでなく,同国の右半分の回収からリサイクル,

処理に関しても情事糾文集し,適正に業務が行われること

に責任を持つことが不可欠になりつつある｡

このような状況の中で,環境先進企業は,これらの情

報システムを導入しつつある｡現在の導入方法は,即効

性を優先するため,既存システムとデータ連携などによ

って疎結合した｢追加型+が中心である｡しかし,導入が

一段落した次のステップでは,関連既存システムの更新

と合わせて,環境系機能を一体化したシステムに移行す

ると考えられる｡そして将来は,各業務システムに環境

仕様が盛り込まれ,これらが社内各部署をはじめとして

取引先や系列企業を含めた,有機的な連携と･一元的な管

理,さらにノウハウの融合と蓄積により,企業の環境活

動から経営までを支援する環境経営続合システムになっ

ていくものと予想される｡

口立製作所は,このような方向性に配慮し,追加型で

あってもその次のステップに移行しやすい形態を考慮し

た各種環境情報システムの開発を進めて,将来の一体化

に備えている｡

リサイクル処理実績

回収物流効率化
製品部品個体管理

0 (∋
販売

製品,製造関連

環境情軸管理

利用

保守

保寺支援

回収

∈≡自

製品情報を利用した
環境報告支援

分解･分別効率化_処理実績情報公開

二次
〔=〕

最終

帝
二次

⊂〕
最終

一次

適性処理管軋報告
廃棄物管理

⊂〕 情報システムi

[::亘亘コ

注:

*リサイクル性評価,LCA
(環境影響評価),製品アセ

スメントなどを含む｡この
ほかに,全体をくくるもの

として,環境会計がある｡

図3 製品のライフサイ

クルと環境関連情報シス

テム

各業務では,製品ライフ

サイクルの中で.環境に視

点を置いた情報のマネジメ

ントが要求される｡
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lTによる環境経営統合への展開

近年のインターネットの普及と拡大により,ネットワ

ークを活用したITは,企業内のシステムを大きく変えて

きている｡中でも,DBMS(DatabaseManagementSys-

tem)とウェブ技術との連携は,その可能性を格段に広げ

たと言ってもよい｡これまで述べてきた環境マネジメン

トシステムがITによって統合化され,環境経営システム

に展開する可能性について以下に述べる｡

5.1ウェブサーバとDBMSの連携

従来のウェブデータベース システム構成,例えば

HTMLけIypertext Markup Language)文書をリンクに

よって結合するハイパーリンク構造では,データ量の増

加や階層の複雑化により,検索時間などの限界があった

〔図4(a)参照〕｡また,企業内で構築された従来のDBMS

ではクライアント側の端末にアプリケーションを常駐させな

ければならず,企業内での普及のための環境投資にはコ

スト面や保守面からためらいが生じていた〔同国(b)参照〕｡

しかし,ウェブサーバとDBMSが連携したシステムは,

これらの問題を一掃した｡フロントエンドにウェブを利

用すゴ1ば,サーバ側に一つのアプリケーションを準備す

るだけで,ウェブブラウザを持つすべての端末から利用

できる〔図4(c)参照〕｡新規投資はサーバ側アプリケーショ

ンだけとなり,バージョンアップなどの場合もサーバ側

だけをメンテナンスすればよく,従来のようにクライア

ントにアプリケーション修正版を配布する必要もない｡

そのため,管理者の負荷も大幅に小さくなり,従来シス

ウェブ
ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

ウェブ
サーバ

インター

ネット HTML

文書

ホームページなどの情朝発信

(a)ウェブシステム

ウェブ
ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

他事業所

インター

ネット

クライアント

アプリケーション

クライアント

アプリケーション

DBMS

社内で構築
したMSDS

などのデータ
ベース

(b)DBMS

ゲート

ウェイ

ウェブ

ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

ウェブ

サーバ
アプリ
ケーション DBMS

化学物質総合管理システム
"Chemilution

イントラネット

社内システム

ウェブ
ブラウザ

ウェブ

ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

テムと比べて効率面で格段に優れている｡社内のイント

ラネットに接続してあるすべてのパソコン上でウェブサ

ーバにあるデータベースを利用できるほか,離れた所に

あるほかの事業所でも,エクストラネット経由で利用が

吋能である｡さらに,ある一定のセキュリティなどをク

リアすれば,インターネットを用いて,社外の取引先や

顧客先からの利用や,ASP(Application Service

Provider)エンジンとして不特定広範囲のユーザーと契

約し,ASP事業として腱関することも可能となり,海外

への展開も見えてくる〔剛頚(d)参照〕｡

5.2 ウェブサーバとDBMSの活用

環境ソリューションの一つであるChemilutionを例に

とり,ウェブサーバの活用について以下に述べる｡

化学物質を管理するためのデータとしては,(1)管理

物質の情報,(2)使用する製品の組成成分情報,(3)製

品のMSDS情報,(4)購入した製品を使用する職場とそ

のプロセスに関する情報,(5)プロセスや物質ごとの排

出と移動量情報(排出係数),(6)製品を実際に購人した

り,プロセスに投入した量の情報,(7)これらを集計し

た結果情報などがある｡

上述の(1)から(3)は,企業または関連グループ企業が

共有情報として亨古畑すべきデータである｡(4)から(7)は,

企業内でのデータベースとして整備し,環境関連法規の

改正や追加,企業内の組織や工程の変更に柔軟に追従す

るために必要なデータである｡一方,これらのデータは,

環境経営の側面では,調達システムとの連携,環境配慮

設計,リサイクル性の検討,環境会計,リスクマネジメ

ASP社外提供システム

ゲート

ウェイ

HTML

ASPクライアント(他社)

社内やグルー
プ会社の統一
データベース

ネ土外

ウェブ
サーバ

アプリ
ケーション

(Chem仙tion-ASP)

DBMS
(レプリカ)

ファイア

ウォール

ウェブ

ブラウザ

ウェブ
ブラウザ

ウェブ
サーバ

補完や同期化など

アプリ
ケーション DBMS

(Chemilution-エンタープライズ)

イントラネット 社内システム

(c)ウェブサー/〈とDBMSの連携

注:略語説明

ASP(AppljcationServiceProvider)

図4 ウェブデータベースシステムの構成

Chemilutionは,ウェブデータベースシステムを活用することで効率的な運用を可能にしている｡

(d)ASP事業への発展

ASP提供
データベース

社内統一
データベース
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ントなどにも必要なデータベースでもある｡これらを,

別々のシステムとして構築することは得策ではない｡デ

ータの統一性,多くの部署での共有と活用,次々に発生

する組織変更や法規への追従を考えると,従来システム

の延長では無理と思われる｡

これに対して,ウェブサーバによるデータベース構築

技術の活用は,現在,最も注目される有効な手段であ

り,時間や場所を超え,全員参加のデータベースシステ

ムを構築することができる強力な手法と言える｡

5.3 環境情報ASPソリューション

環境情報ASPソリューションについて以下に述べる｡

化学物質データの蓄積には,多くの労力と費用が必要

である｡環境先進企業はこの蓄積を活用し,次の環境戦

略を策定していくことになる｡一方,このデータを関連

会社や取引先企業にも一定のルールの下で提供すること

は可能である｡最近は,化学物質のデータベースを構築

した企業がウェブサーバによってデータを他企業に公開

するスキームが各所で見られるようになってきた｡そし

て,このような例は今後さらに増えていくことが予想さ

れる｡先駆者として投資してきた企業はその対価を回収

する方法としてとらえ,利用する側は安価にデータを活

用できる｡ASPという新しい形態がこれを可能とした｡

また,このシステムを用いて,関連会社に対するASP事

業を展開し,企業グループの連結集計を算出することも

考えられる｡

ウェブサーバとDBMSを連携させたChemilutionを日

立グループではすでに,140事業所でASP形態で運用し,

効果を上げている｡さらに,システムを導入することが

困雉な中小規模の事業者を対象としたASP事業者が採用

し,サービスを開始している(株式会社エコ･リサーチ

で運用開始)｡環境への対応では,今後,グループ会社

や工業会などの統一一∵データベース化ヘスキームを拡大し,

ITの一環としてウェブを活用したDBMSの展開を問って

いく考えである｡
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おわりに

ここでは,環境経営を指向するITと環境マネジメント

システムについて述べた｡

日立製作所は,今後,社内システムとして活用してき

た環境関連ノウハウを環境ソリューションとして製品化

し,その中核技術として,ウェブサーバとDBMSをさら

に進化させていく考えである｡

今後は,ウェブについてのノウハウを基盤に,ITを駆

使し,環境関連アプリケーション間の連携を強化しなが

ら,環境経営統合システム構想を実現していく考えであ

る｡また,環境関連アプリケーションを有機的に結合す

るプラットフォームや,企業間のデータベース連携など

の新しいビジネスモデルも提案していく｡このような環

境経営統合システムは,ウェブ技術の革新とこれに連携

するデータベース管理システムなしには語れない時代と

なっているとも言える｡
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